予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費　　　
	事業名　県産農産物販売力強化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
農政部　　農産物流通課　　地産地消係　電話番号：058-272-1111（内2855 ）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　2,358千円（前年度予算額：4,009千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	4,009
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,009

	要求額
	2,358
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,358

	1月29日時点
査定額
	2,358
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,358

	決定額
	2,358
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,358


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・農山村の所得や雇用を増大し、地域活力の向上を図るため、地域の農林水産物や資源を活用した６次産業化の取組を面的に拡大していくことが必要。
・現状の取組では、計画どおりに売り上げが伸びていない商品もあり、ターゲットを明確にした商品開発力、戦略的な販路の拡大などが課題となっている。
（２）事業内容

　①商談会の開催
・百貨店、ホテル等のバイヤーを招聘し、新たな販路を開拓するための商談会の開催。

②販売フェアの支援　

・近隣県において開催される大規模イベントへの参加により、６次産業化商品等の紹介・販売を実施する

・また、県と協定を締結するハウス食品（株）等と量販店において販売フェアを開催する。
（３）県負担・補助率の考え方
・前年度実施していた事業のうち、富山県との協定や包括提携を結んでいる企業とのフェアを引き続き実施するため、県負担は妥当。

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	商談会の開催
	2,050
	委託費等

	販売フェアの支援
	308
	会場設営、旅費等

	合計
	2,358
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
○ぎふ農業・農村基本計画の位置付け

４－２－２　地産地消の推進
４－２－４　新たな流通チャネルへの対応

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
ぎふ農業・農村基本計画

４－２－２　地産地消の推進

　　地産地消を推進するため、朝市・直売所の充実や量販店などでの県産農
畜産物の販売を促進するとともに、学校給食や飲食店などの業務用需要に
対して大型直売所や地方卸売市場などからの県産農畜産物供給を拡大す
る。また、県民への普及啓発により地産地消推進運動の浸透を図る。

４－２－４　新たな流通チャネルへの対応

農畜産物の付加価値を向上するため、農業者自らによる加工・販売への
取組や商工業者と連携した商品開発の取組など「農業の６次産業化」を進
めるとともに、インターネット販売など新たな販路拡大を支援し、農業者
の所得確保を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	農産加工により500万円以上の売上げがある農業経営体・団体数
	46団体

（H21）
	－
	－
	61団体

（H24）
	71団体

（H27）
	85.9％


	新たな加工食品の開発数（累計）
	28品
（H21）
	39品

（H22）
	45品

（H23）
	61品
（H24）
	80品

（H27）
	76.3％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

1 商談会の開催

・百貨店、ホテル等のバイヤーを招聘し、新たな販路を開拓するための商
談会を開催し、２４の農業者が出展をした。

2 販売フェアの支援　

・富山県において開催されたイベントへの３団体が参加し、県産農産物等
の紹介・販売を実施した。
・また、県と協定を締結するハウス食品（株）等と県内のイオンにおいて
販売フェアを４回開催した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

1 商談会開催により、６社が６２相手先と商談し、内３社が８相手先と商談成約した。
2 富山県において岐阜県産品の知名度向上につながった。

イオンにおける販売フェアにより、県産農産物の販売促進を図ることができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○


	県産農産物ＰＲフェアを民間企業と連携して実施することで、効果的なＰＲが可能となる。

農業経営においては未だ生産が主体で、市場ニーズへの対応や付加価値を付ける加工・販売の取組は十分にできていない。そのため、所得確保のためには農業者自らが加工・販売に取り組む６次産業化商品等の販売力を強化する必要がある。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：期待した効果がある、△：一定の効果がある、×：期待した成果がほとんどない

	（評価）

○
	県産農産物の販路開拓を支援するため、商談会やＰＲフェアの開催は効果的である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある、×：効率化が図られていない

	(評価)

○


	民間企業と連携した県産農産物ＰＲを実施することで、民間企業の有する資源を活用でき、最小限の費用で効率の高いＰＲが可能である。

　商談会では、商工労働部や銀行等と連携しているため、事務の効率化を図っている。




（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
商談会において商談成約率を向上させるため、事前に売り手と買い手の希望をマッチングさせる逆商談を多くセッティングできるよう改善する。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

業務需要拡大に向けたマッチング商談会ではその後取引に結びつく案件も出てきた。今後も県産農産物の業務需要向け売り込みを強化する。

「越中とやま食の王国フェスタ」において、飛騨牛、富有柿等の県産農産物は来場者に好評を得ており、知名度の向上につながっていることから、今後も近隣県における県産農産物の消費拡大の取組みは継続する必要がある。

県と協定を締結している、イオン(株)、ユニー(株)、ハウス食品(株)等と連携を密にし、県産農産物の販売促進を図る。




